
～渋沢栄一「論語と算盤」の教えを踏まえた深谷版ＳＤＧｓの実践～
埼玉県深谷市（2023年度選定）

6.取組成果
■【三側面をつなぐ取組】渋沢栄一ひとづくりカレッジの推進
・新一万円札発行を契機に、全国にある渋沢栄一ゆかりの企業や商工団体、自治体などと
交流し、SDGsの実践や理念の共有に繋がる連携・協力の輪を広げることができた。
■【経済】農業の強みを生かした産業の活力創出
・DEEP VALLEY Agritech Award を開催。5回目となる2023年度は、25社のエントリーが
あり、最優秀賞2社(部門ごと1社ずつ)と協賛企業賞1社を選出。これまでの入賞企業を含め、
伴走型での現場マッチング支援、実証フィールド提供支援、出資等の様々な支援策を実施。
・2023年10月、アグリテック企業や農家、農業関係者、学生などが集まり、活動・交流できる
施設として、市内にアグリテック交流拠点をオープン。初年度の利用者は245人。
■【社会】 ICTを活用した行政のデジタル化
・「書かない窓口」の対象手続きを拡大すべく、庁内プロジェクトチームを発足。
・オンライン化済み手続き数について、2022年度の286件から2023年度の523件に増加。
■【環境】地球温暖化対策の推進
・住宅用省エネ設備補助制度を拡充し、申請件数について2022年の213件から2023年の
308件に増加。

7.今後の展開策
・ステークホルダー企業と連携し、市民・企業・職員向けSDGsセミナーの開催を継続
・SDGsに焦点をあてた深谷市企業版ふるさと納税について、新一万円札発行を契機とした
渋沢栄一関連企業等へのアプローチとパートナーシップ構築
・市内小中学生等の投票により選定した「深谷市SDGs未来都市オリジナルロゴマーク」を
企業等に活用を呼び掛け

8.他地域への展
開状況（普及効果）

SDGs関連イベントの実施（２回）、県外視察の受入（２回）、ステークホルダー企業と連携した「渋沢栄一“論語と算盤”×SDGsセミナー」
の開催（深谷市主催の高校生向け１回、他市主催の事業者向け１回）

4.自治体SDGs推進等に向けた取組
■【三側面をつなぐ取組】渋沢栄一ひとづくりカレッジの推進
・渋沢栄一を基軸とした官民連携プラットフォームの構築
・次世代の企業の担い手を育成する社会人カレッジの開講
■【経済】農業の強みを生かした産業の活力創出
・農業先進都市を目指す企業誘致の推進として、農業課題解決の
技術を表彰する DEEP VALLEY Agritech Award を開催。
■【社会】 ICTを活用した行政のデジタル化
・市民にやさしいデジタル化の推進として、「書かない窓口」の展開や
オンライン化を推進。
■【環境】地球温暖化対策の推進
・エネルギーの地産地消と脱炭素化の推進として、地域新電力などと
連携しエネルギーの地産地消を推進。住宅用省エネ設備補助制度の
拡充などにより、家庭や企業における二酸化炭素削減の取組を促進。

5.取組推進の工夫
・地域通貨ネギーをインセンティブとして付与し、SDGsに資する様々な
行動変容を促す取組として「ネギーチャレンジ」を実施
・埼玉県が支援する「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」にSDGs未来
都市計画の取組を位置付け一体的に推進
・総合計画とSDGs未来都市計画との連動
・ステークホルダー企業と連携し「深谷版SDGsワークショップ」を開発

1.地域の特徴と
課題及び目標

本市は、埼玉県北西部に位置し、自然豊かな環境を有しており、深谷ねぎなどは全国に知
られるブランドとなっている。また、郷土の偉人 渋沢栄一の関連施設や幡羅遺跡など歴史
的な遺産が数多く残されている。人口減少や地域経済の縮小、地域活力の低下など、本
市を取り巻く環境は厳しいものとなっているが、SDGsと渋沢栄一の理念との親和性が改めて
見直され、注目を集めている。自分の利益だけではなく、社会の利益も優先し実践した渋沢
栄一の理念と、SDGsの目標を関連付け、2030 年のあるべき姿である「誰一人取り残さな
い みんながうれしい ふかや」の実現を目指す。

2.関連する
ゴール

3.取組の概要
(三側面をつなぐ統合
的取組概要を含む)

郷土の偉人である渋沢栄一の功績や精神を踏まえ、SDGsのゴールと関連付け、持続可能なまちづくりや地域活性化の実現を目指す。経済、
社会、環境の３つの側面のバランスや、本市の特性を考慮しつつ、多様なステークホルダーと連携し、2030年のあるべき姿の実現に取り組む。
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（１）計画タイトル

（２）2030年のあるべき姿

（３）2030年のあるべき姿の実現へ向けた優先的なゴール

（４）2030年のあるべき姿の実現へ向けた取組の達成状況
No 指標名　

※【】内はゴール・ターゲット番号
達成度
(%)

経済 1 法人市民税額【8.1,8.3,8.9】 2022年3月 127,000 万円 2023年 130,600 万円 2030年 151,000 万円 15.0%

経済 2 農業産出額【9.1,9.2,9.3】 2022年3月 309.0 億円 2023年 288.2 億円 2030年 389.0 億円 -26.0%

社会 3 20 代・30 代人口【4.2】 2022年3月 28,357 人 2023年 27,862 人 2030年 25,835 人 19.6%

社会 4 深谷市にずっと住み続けたいと思う
市民の割合【17.14】

2022年3月 64.6 ％ 2023年 65.4 ％ 2030年 79.0 ％ 5.6%

環境 5 温室効果ガス排出量
【7.1,7.2,7.3,13.2】

2022年3月 885.00 千ｔ‐CO₂ 2023年 853.00 千ｔ‐CO₂ 2030年 647.35 千ｔ‐CO₂ 13.5%

環境 6
環境に配慮した取組（省エネ、自
然や川の保全活動など）を行ってい
る市民の割合【12.4,12.5】

2022年3月 63.1 ％ 2023年 60.2 ％ 2030年 71.2 ％ -35.8%

当初値

SDGs未来都市等進捗評価シート（様式1）

１．全体計画（2030年のあるべき姿）

深谷市ＳＤＧｓ未来都市計画　～渋沢栄一「論語と算盤」の教えを踏まえた深谷版ＳＤＧｓの実践～

経済 社会 環境

郷土の偉人である渋沢栄一は、自分の利益だけではなく、社会の利益も優先する理念を持ち実践した。これは、まさに誰一人取り残さない持続可能な社会を実現
する SDGs に通じる普遍的な考え方であり、渋沢栄一のこれまでの行いは、まさに、現代の SDGs の実践といえる。
本市では、これまで長きにわたり連綿と顕彰してきた渋沢栄一の理念を踏まえ、SDGs の目標達成に向けた取組を実践し、持続可能なまちづくりを実現していく。渋
沢栄一の理念を踏まえるとともに、SDGs の目標を関連付け、経済、社会、環境の３つの側面のバランスや、本市の特性を考慮しつつ、市民、事業者をはじめとした
多様な関係者と連携し、2030 年のあるべき姿である「誰一人取り残さない みんながうれしい ふかや」の実現を目指す。

2030年（目標値）2023年（現状値）

2023年度



SDGs未来都市等進捗評価シート（様式1）

１．全体計画（2030年のあるべき姿）

2023年度

（５）「2030年のあるべき姿の実現へ向けた取組の達成状況」を踏まえた進捗状況や課題等

（※達成度下位１・２・３及び進捗が顕著と思われる取組を対象）
●指標２：「農業産出額」　
・達成度がマイナスとなった要因としては、生産者の高齢化に伴う離農、人口減少に伴う就農者の減少、降雹などの異常気象・天候不
順による減収が考えられる。対応策として若手の生産者の育成やスマート農業等の生産の効率化が必要である。
●指標３：「深谷市にずっと住み続けたいと思う市民の割合」　
・達成度が低調であった要因としては、若い世代を中心として「当分の間住み続けたい」と答える割合が多く「ずっと住み続けたい」と回答す
るのに心理的に高いハードルが存在するものと思われる。対応策としては、若い世代を中心に、安心して子育てができる環境の更なる充実
を図っていく。
●指標６：「環境に配慮した取組（省エネ、自然や川の保全活動など）を行っている市民の割合」　
・達成度がマイナスとなった要因としては、地球温暖化対策における省エネの取組や生物多様性における自然や川の保全活動などの有効
性について、市民は関心があっても費用や時間的な面から取り組むことが難しい方々が一定数いるものと思われる。対応策としては、引き
続き、ホームページやＳＮＳ等の活用　を図りながら、環境に配慮した取組の啓発活動に取り組んでまいります。
●「ステークホルダーとの連携」について
・深谷自動運転実装コンソーシアム
　自動運転実装に向けた社会受容性の向上に資する取組として、令和６年１月に市内で自動運転バスの試乗会（実証運行）を実
施し、７日間で４８０名もの方々にご参加いただいた。
・埼玉ガス株式会社、株式会社INPEX:包括連携協定（2024年４月16日締結）
【連携項目】
・ゼロカーボンシティの実現に関すること
【メリット】
・エネルギー・環境教育等の企画により、市のゼロカーボンシティ実現に向け連携を図ることが期待できる。



（１）自治体SDGsの推進に資する取組の達成状況

No 取組名 指標名 達成度
（％）

1
農業の強みを生かし
た産業の活力創出
【経済】

市内観光入込客数 2022年3月 3,533 千人 2023年 5,408 千人 2025年 9,411 千人 31.9%

2 ” 新たに誘致した企業数
（累計）

2022年3月 62 社 2023年 63 社 2025年 68 社 16.7%

3 ” 地域通貨発行額 2022年3月 1 億円 2023年 8 億円 2025年 6 億円 140.0%

4 ”
市外の店舗で深谷産
農畜産物の販売を目
にする機会がある割合

2022年3月 60.8 ％ 2023年 60.9 ％ 2025年 61.0 ％ 50.0%

5
子育て世代に重点を
置いた移住定住促
進【社会】

２０代・３０代人口
（再掲）

2022年3月 28,357 人 2023年 27,862 人 2025年 27,192 人 42.5%

6 ” 子育てがしやすいまちと
感じている市民の割合

2022年3月 77.3 % 2023年 83.9 % 2025年 80.0 % 244.4%

7 ICTを活用した行政
のデジタル化【社会】

市のオンラインサービス
を利用したことがある市
民の割合

2022年3月 17.7 % 2023年 29.2 % 2025年 27.0 % 123.7%

8 ” オンライン化されている
手続数

2022年3月 119 件 2023年 523 件 2025年 500 件 106.0%

9 地球温暖化対策の
推進【環境】

温室効果ガス排出量
（再掲）

2022年3月 885.00 千t-CO₂ 2023年 853.00 千t-CO₂ 2025年 779.38 千t-CO₂ 30.3%

10 ”

環境に配慮した取組
（省エネ）、自然や川
の保全活動など）を
行っている市民の割合
（再掲）

2022年3月 63.1 % 2023年 60.2 % 2025年 71.2 % -35.8%

11 ” 市民１人１日当たり
の家庭系ごみ排出量

2022年3月 723 g 2023年 700 g 2025年 690 g 68.3%

SDGs未来都市等進捗評価シート（様式1）

１．全体計画（自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組）：計画期間2023年～2025年

当初値 2024年
実績

2025年
目標値

2025年
実績

2023年
実績

2023年度



SDGs未来都市等進捗評価シート（様式1）

１．全体計画（自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組）：計画期間2023年～2025年

2023年度

（２）自律的好循環の形成へ向けた制度の構築等

（３）「自治体SDGsの推進に資する取組の達成状況」を踏まえた進捗状況や課題等

（４）有識者からの取組に対する評価

・渋沢栄一とSDGs、さらに地域通貨ネギーとのつながりが見えてくると、より独自性が明確になるように思われる。

・令和5（2023）年8月から、地域通貨ネギーをインセンティブとして付与し行動変容を促す取組として「ネギーチャレンジ」を継続的に展開している。これまでに、第一弾、第二弾を実施
し、現在は第三弾を実施している。
　第一弾　「選挙の投票率アップ大作戦！！」
　第二弾　「特産物PRでふるさと納税額アップ大作戦！！」
　第三弾「～健康づくり応援事業～「ためるんピックふかやデジタル版に参加しよう！！」及び「健康支援アプリ『あすけん』に参加しよう！！」」

（※達成度上位１・２，下位１・２を対象）
●指標２：「新たに誘致した企業数（累計）」
・達成度が低調であった要因として、工場などの設置を検討している企業へ紹介できる用地の不足があげられる。企業から市への問い合わせ自体は不定期にではあるが来ている状況なの
で、対応策として市内の空き用地の情報取得に努めるとともに、新たなインフラとしての用地整備についても検討していく。
●指標３：「地域通貨発行額」
・達成度が好調であった要因としては、これまでに実施してきたポイントバックキャンペーンや、市の各種事業での行政ポイント付与等の取組により、市民の間に地域通貨ネギーが浸透し、
利用者が増加し日常的に利用していただいている方も増えているためと考えられる。引き続き、利用拡大に向けた施策や、地域通貨を活用した新たな取り組み等を実施し、発行額の増
加を目指していく。
●指標６：「子育てがしやすいまちと感じている市民の割合」
・達成度が好調であった要因としては、深谷市独自の取り組みとして開始した０－２歳時の保育料無償化が
大きな要因と推察される。引き続きこどもと子育て世帯の支援に取り組むとともに、子育て世帯の転入・転出抑制に向けた
取組の拡充を推進していく。
●指標１０：「環境に配慮した取組（省エネ、自然や川の保全活動など）を行っている市民の割合」【再掲】
・達成度がマイナスとなった要因としては、地球温暖化対策における省エネの取組や生物多様性における自然や川の保全活動などの有効性について、市民は関心があっても費用や時間
的な面から取り組むことが難しい方々が一定数いるものと思われる。対応策としては、引き続き、ホームページやＳＮＳ等の活用を図りながら、環境に配慮した取組の啓発活動に取り組
んでまいります。
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